
　

第30回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

　

株式会社アイ・ピー・エス
　

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および定款の規定にした
がって、以下のインターネット上の当社ウェブサイトに掲載することによ
り、株主の皆さまに提供しております。
https://ipsism.co.jp/ir/meeting/

　



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称
KEYSQUARE, Inc.、Shinagawa Lasik & Aesthetics Center Corporation、
InfiniVAN, Inc.、CorporateONE Inc.、ISMO Pte. Ltd.
なお、ISMO Pte. Ltd.については、当連結会計年度において新たに設立したため、
連結の範囲に含めております。

② 非連結子会社の名称等
　該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社５社の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生
じた重要な取引については、必要な調整を行っております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．たな卸資産
商品 当社は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
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貯蔵品 当社及び一部の連結子会社は、最終仕入原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用してお
ります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法）、連結子会
社は定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年
工具、器具及び備品 ２～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
通信回線使用権 当社は、定額法を採用しております。なお、耐用年数につい

ては経済的使用可能予測期間（７年～15年）に基づき決定
しております。

ハ．リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

当社は、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一
の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
当社は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法を採用しております。
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③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 当社は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．賞与引当金 当社及び一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与
の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度
に見合う分を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰
労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．重要な収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によって
おります。

ロ．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法

当社は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負
債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
ております。また、一部の連結子会社は、退職給付見込額を
当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしております。
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ハ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に
より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

ニ．消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており
ます。

２．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額
　有形固定資産から控除した減価償却累計額は、1,526,933千円であります。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 12,379,736株

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　 2021年６月24日の開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項
　 を次のとおり提案しております。
　 ① 配当金の総額 123百万円
　 ② １株当たり配当額 10.00円
　 ③ 基準日 2021年３月31日
　 ④ 効力発生日 2021年６月25日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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（3）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く。）の目的となる株式の種類及び数
決議年月日 2015年９月10日 2016年３月15日 2017年３月14日 2019年８月９日

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式
目的となる株式の数 420,000株 10,000株 20,000株 428,750株

４．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要な資金を主に銀行借入により調達し、一時的な余資は主に預金を
中心に安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　外貨建預金は為替リスクに晒されております。
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、リース投資資
産は、主に通信回線使用権のリース料債権で、リース先の信用リスクに晒されておりま
す。海外取引から生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりま
す。信用リスクに対しては、当社グループの与信管理規程に沿って取引先相手ごとに期日
及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念についてリスク低減を
図っております。為替変動のリスクに対しては、毎月通貨別に為替差損益を把握し、為替
変動が損益計画に与える影響を勘案しております。
　営業債務である買掛金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。海外取引
から生じている外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。借入金及
びリース債務は、主に設備資金の調達を目的としたものであり、支払期日にその支払いを
実行できなくなる流動性リスクを内包しておりますが、返済時期または償還時期を分散さ
せることにより流動性リスクの回避を図っております。また、その一部は、変動金利であ
るため金利の変動リスクに晒されております。借入金の固定金利と変動金利の構成割合に
ついては、金利市場の動向を勘案しております。資金調達に係る流動性リスクに対して
は、経理財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等に
より流動性リスクを管理しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません
（（注２）を参照ください）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

（1）現金及び預金 3,625,838 3,625,838 -
（2）売掛金 1,091,555

貸倒引当金 ※１ △94,017
997,538 997,538 -

（3）リース投資資産 2,327,850
貸倒引当金 ※１ △1,163

2,326,686 2,326,861 174
資産計 6,950,063 6,950,238 174

（1）買掛金 701,713 701,713 -
（2）未払法人税等 395,534 395,534 -
（3）長期借入金 ※２ 1,949,813 1,949,557 △256
（4）リース債務 ※３ 10,865 10,868 3

負債計 3,057,927 3,057,673 △253
※１. 売掛金及びリース投資資産について、対応する貸倒引当金を控除しております。
※２. 長期借入金には１年内に返済予定の金額を含めております。
※３. リース債務には１年内に返済予定の金額を含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）売掛金
　これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（3）リース投資資産
　リース投資資産については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現
在価値により算定しております。
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負 債
（1）買掛金、（2）未払法人税等
　これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（3）長期借入金、（4）リース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：千円）

区 分 2021年３月31日
差入保証金 ※ 219,641

※ 賃借物件において賃貸人に預託している差入保証金等であり、市場価格がなく、実質的な預託期間
を算定することが困難であり、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示
の対象としておりません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 3,625,838 - - -
売掛金 1,091,555 - - -
リース投資資産 703,355 1,620,127 4,367 -

合 計 5,420,749 1,620,127 4,367 -

（注４）短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 - - - - - -
長期借入金 518,309 413,163 354,974 313,368 300,000 50,000
リース債務 8,701 2,164 - - - -
合 計 527,010 415,327 354,974 313,368 300,000 50,000
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５．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 428円59銭
（2）１株当たり当期純利益 120円22銭

６．重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式
　移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品
　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
構築物 ８～19年
機械及び装置 ２～17年
車両運搬具 ６年
工具器具備品 ２～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア（自社利用）
　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
通信回線使用権
　定額法を採用しております。なお、耐用年数については経済的使用可能予測期間（７
年～15年）に基づき決定しております。
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③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　当社は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

② 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度に
見合う分を計上しております。

③ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計
上しております。

（4）その他計算書類作成のための重要な事項
① ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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② 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

③ 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額
　有形固定資産から控除した減価償却累計額は、757,317千円であります。

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 404,479千円
長期金銭債権 1,237,520千円
短期金銭債務 49,951千円
長期金銭債務 532,233千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 185,491千円
その他の営業取引 907,495千円
営業取引以外の取引による取引高 15,151千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項
当期末の自己株式は、すべて普通株式であり、株数は264株であります。増加数の109株
は、すべて単元未満株式の買取によるものであります。
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５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰延延払利益 2,620千円
貸倒引当金 22,173千円
退職給付引当金 8,875千円
減価償却超過額 56,269千円
その他 36,685千円
繰延税金資産小計 126,624千円
評価性引当額 △63,954千円
繰延税金資産合計 62,669千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額
（千円）
（注１）

科 目
期末残高
（千円）
（注１）

子会社 InfiniVAN,
Inc.

（所有）
直接 40.0
間接 60.0

フィリピン国内の通信事業
役員の兼任

資金の貸付 675,392
関係会社短期貸付金 270,540

関係会社長期貸付金 675,392

利息の受取
（注２） 12,829 流動資産その他 4,667

通信回線使用
権の取得
（注２）

634,860 リース債務 304,133

子会社 ISMO Pte.
Ltd.

（所有）
直接 100.0

シンガポール国内外の通信
事業
役員の兼任

出資の引受 216,547 - -

通信回線使用
権の取得
（注２）

690,871 リース債務 228,100

子会社 KEYSQUARE,
Inc.

（所有）
直接 99.8

コールセンター業務の委託
役員の兼任

資金の貸付 273,600 関係会社長期貸付金 555,600
利息の受取
（注２） 6,971 流動資産その他 1,860

子会社

Shinagawa
Lasik &
Aesthetics
Center
Corporation

（所有）
直接 50.0 医療・美容事業

役員の兼任 増資の引受 680,830 - -

（注１）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
（注２）資金の貸付利率については、市場金利を勘案したうえで決定しており担保は受け入れておりません。通

信回線使用権の取得に係る取引金額については、市場実勢を参考に交渉のうえで決定しております。

７．１株当たり情報に関する記載
（1）１株当たり純資産額 369円35銭
（2）１株当たり当期純利益 75円56銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません
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